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平成17年10月５日 

各      位 

 

平成 18 年５月期第１四半期財務・業績の概況(連結) 

 

上場会社名 株式会社コスモス薬品 
(コード番号：3349   東証マザーズ） 

（ＵＲＬ http://www.cosmospc.co.jp/ ）   

問 合 せ 先       代表者役職・氏名  代表取締役社長      宇野 正晃 （ＴＥＬ：（092) 433 ― 0660） 

           責任者役職・氏名  専務取締役管理本部長  小野 幸弘  

 

１．四半期連結財務情報の作成等に係る事項 

① 四半期連結財務諸表の作成基準 ： 中間連結財務諸表作成基準 

② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 

③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ： 無 

④ 会計監査人の関与 ： 有 

  平成 18 年５月期第１四半期の連結財務諸表については、株式会社東京証券取引所の「上場有価証券の発行者

の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱い」 の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明

に係る基準」に基づく意見表明のための手続きを受けております。 

 

２．平成 18 年５月期第１四半期財務・業績概況（平成 17 年６月１日～平成 17 年８月 31 日） 

(1) 経営成績（連結）の進捗状況                                                   (単位：百万円未満切捨) 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      
四半期（当期）       

純 利 益       

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

18 年５月期第１四半期 25,728   45.4  983    91.7  1,059    84.6 603   108.8

17 年５月期第１四半期 17,693   － 513   － 574    － 289    －

（参考）17 年５月期 78,651  32.4 2,253  35.0 2,463   30.3 1,259   33.0

 

 
１株当たり四半期 

（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益 

 円  銭 円  銭

18 年５月期第 1 四半期 67   28 －  － 

17 年５月期第 1 四半期 38  69 －  － 

（参考）17 年５月期 149   58 －  － 

（注）売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示す。 

 

［ 経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等 ］ 

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、企業の収益改善等から景気回復に向けて明るい兆しが見えは

じめているものの、原油価格高騰など先行きが不透明な状況が続いております。小売業界では、同業異業を問わず

新規出店、店舗面積の拡大を目指す企業が多く、競争は激しさを増しております。 

このような状況のもと、当社は小商圏にこだわり店舗近隣のお客様にとって最も便利で快適な普段の買物の拠点

となれるように店舗運営を強化してまいりました。 

部門別の売上高に関しましては、日常の生活において消耗頻度が高い食品の取扱いに力を入れたことで食品部門

の売上高構成比が前第１四半期連結会計期間に比べて2.4ポイント増加しております。これは客数の増加につながっ

ており、全体の売上を底上げする結果となりました。また、日用雑貨及び家庭用品の取り扱いを強化したことで雑

貨部門の売上高構成比も0.3ポイント増加しております。 

出退店の状況に関しましては、当第１四半期連結会計期間の閉店店舗はなく、新規出店を７店舗行い、当第１四

半期連結会計期間末の店舗数は167店舗となりました。 

以上の結果、当第１四半期連結会計期間の業績は売上高25,728百万円（前年同期比45.4％増）、営業利益984百万

円（同91.7％増）、経常利益1,059百万円（同84.6％増）、第１四半期純利益603百万円（同108.8％増）となりました。 
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(2) 財政状態（連結）の変動状況 

 
総資産 株主資本 株主資本比率 

１株当たり 

株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円    銭

平成 18 年５月期第１四半期 28,189 6,590 23.4       734    61 

平成 17 年５月期第１四半期 20,483 2,381 11.6       318    71 

(参考) 平成 17 年５月期 28,113 6,140 21.8       682    24 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況                                        (百万円未満切捨) 

 営業活動による 

キャッシュ・フロー

投資活動による 

キャッシュ・フロー

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期   末   残   高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

平成 18 年５月期第１四半期   729 △1,081 △702 5,853 

平成 17 年５月期第１四半期    31   △821 2,095 3,994 

(参考) 平成 17 年５月期 3,505 △3,533 4,247 6,908 

 

［ 財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等 ］ 

①財政状態の変動状況 

当第１四半期連結会計期間における総資産は、前連結会計年度末に比べ76百万円増加いたしました。 

負債は、買掛金が523百万円増加いたしましたが、法人税等の支払により未払法人税等が383百万円減少し、借入

金の返済により長期借入金が556百万円減少したことにより前連結会計年度末に比べて373百万円減少いたしまし

た。 

    また、資本につきましては、業績が順調に推移していることから、第１四半期純利益を603百万円計上いたし 

  ましたが、配当金の確定により利益剰余金が134百万円減少いたしております。これにより資本は、前連結会計 

  年度末に比べて449百万円増加し、当第１四半期連結会計期間末における株主資本比率は1.5％増加し、23.4％ 

  となりました。 

②キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、買掛金増加による仕入債

務の増加、売上拡大による税金等調整前第１四半期純利益の増加（対前年同月比77.2％増）等による増加要因が

あり、新規出店に伴うたな卸資産の増加、有形固定資産取得による支出、建設協力金、差入敷金保証金の差入に

よる支出、長期借入金の返済による支出、配当金の支払及び法人税等の支払による減少要因のため、前期末に比

べ1,055百万円減少し、当第１四半期連結会計期間末には5,853百万円となりました。 

また、当第１四半期中における各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は次の通りであります。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動の結果得られた資金は729百万円となりました。これは、税金等調整前第１四半期純利益1,011百万円、

仕入債務の増加523百万円となったものの、新規出店に伴うたな卸資産の増加252百万円、法人税等の支払808百万

円の資金支出があったことによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当第１四半期連結会計期間における投資活動の結果使用した資金は1,081百万円となりました。これは新規出

店に伴う有形固定資産の支出772百万円、建設協力金、差入敷金保証金の差入による支出378百万円等によるも

のであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 当第１四半期連結会計期間における財務活動により支出した資金は、702百万円となりました。これは長・ 

短借入金の返済による支出568百万円、配当金の支払134百万円によるものであります。 
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３．平成 18 年５月期の連結業績予想(平成 17 年６月１日～平成 18 年５月 31 日) 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益  

 

中間期 

百万円 

 48,932 

百万円 

1,479 

百万円 

  684 

通  期 100,048 3,101 1,531 

(参考)１株当たりの予想当期純利益(通期)    170 円 66 銭 

 

［ 業績予想に関する定性的情報等 ］ 

  当事業年度の業況につきましては、政局の安定や緩やかな景気の回復が見られるものの、暖冬や冬季の大雨等の

天候不順や原油高等からくる景気の先行き不安から消費動向が不透明な状況にあるため、通期の業績に関しては当

初予想を変更しておりません。しかしながら、中間期末の業績予想に関しましては、第１四半期の状況をふまえ、

きめ細かな店舗運営が引き続き奏功するものと予想し、売上高ならびに各段階の利益を上方修正することと致しま

した。 

 

※業績予想に関する注意事項 

 業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断したものであり、将来の予想数値を

確約・保証するものではありません。 

 予想数値には様々な不確実要素が内在しており、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。 
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４．第１四半期連結財務諸表 

(1)第１四半期連結貸借対照表 

                                              (単位：百万円) 

  

前第１四半期連結会計期間末 

(平成16年８月31日） 

 

当第1四半期連結会計期間末 

（平成17年８月31日） 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成17年５月31日） 

期 別 

 

科    目 注記 

番号 

 

金  額 

 

構成比 

 

金   額 

 

構成比 

 

金  額 

 

構成比 

(資産の部)   % % %

Ⅰ 流動資産                                 

1. 現金及び預金  4,254 5,853  6,908

2. 売掛金  46 50  56

3. たな卸資産  6,192 8,365  8,113

4. その他  1,118 1,642  1,527

貸倒引当金  △0 △1  △1

流動資産合計  11,611 56.7 15,910 56.4 16,604 59.1

Ⅱ 固定資産   

1. 有形固定資産 ※1  

 (1) 建物及び構築物 ※2 3,949 6,025  5,787

 (2) 土地 ※2 325 393  434

 (3) 建設仮勘定  284 350  151

 (4) その他  127 158  159

有形固定資産合計  4,687 22.9 6,928 24.6 6,532 23.2

2. 無形固定資産  13 0.1 16 0.1 13 0.1

3. 投資その他の資産   

 (1) 建設協力金  1,905 2,317  2,202

 (2) 差入敷金保証金  1,784 2,305  2,111

 (3) その他  481 711  647

投資その他の資産合計  4,170 20.3 5,334 18.9 4,962 17.6

固定資産合計  8,871 43.3 12,279 43.6 11,508 40.9

資産合計  20,483 100.0 28,189 100.0 28,113 100.0

   

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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(単位：百万円) 

  

前第１四半期連結会計期間末

（平成16年８月31日） 

 

当第１四半期連結会計期間末 

（平成17年８月31日） 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成17年５月31日) 

期 別 

 

科    目 注記 

番号 

 

金  額 

 

構成比 

 

金  額 

 

構成比 

 

金  額 

 

構成比

(負債の部)   % % %

Ⅰ 流動負債                                                     

1. 買掛金  8,976 13,011  12,488

2. 短期借入金 ※2 1,919 2,041  2,053

3. 未払法人税等  285 391  775

4. その他  1,121 1,598  1,563

流動負債合計  12,303 60.1 17,043 60.5 16,880 60.1

Ⅱ 固定負債   

1. 長期借入金 ※2 5,392 4,064  4,621

2. 退職給付引当金  42 91  87

3. 役員退職慰労引当金  340 359  353

4. その他  22 39  29

固定負債合計  5,798 28.3 4,555 16.1 5,092 18.1

負債合計  18,101 88.4 21,598 76.6 21,972 78.2

(資本の部)   

Ⅰ 資本金  241 1.2 1,389 4.9 1,389 4.9

Ⅱ 資本剰余金  178 0.9 1,820 6.5 1,820 6.5

Ⅲ 利益剰余金  1,960 9.5 3,379 12.0 2,930 10.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金  1 0.0 1 0.0 0 0.0

Ⅴ 自己株式 ※4 － － △0 △0.0 △0 △0.0

資本合計  2,381 11.6 6,590 23.4 6,140 21.8

負債資本合計  20,483 100.0 28,189 100.0 28,113 100.0

   

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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(2)第１四半期連結損益計算書 

 (単位：百万円) 

  

前第１四半期連結会計期間 

(自 平成16年６月１日 

  至 平成16年８月31日) 

 

当第１四半期連結会計期間 

(自 平成17年６月１日 

  至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度の 

要約損益計算書 

(自 平成16年６月１日 

  至 平成17年５月31日) 

             期   別 

 

科    目 
注記 

番号 
金額 百 分 比 金額 百分比 金額 百分比 

   % %  %

Ⅰ 売上高   17,693 100.0 25,728 100.0  78,651 100.0

Ⅱ 売上原価   13,639 77.1 20,165 78.4  60,937 77.5

売上総利益   4,053 22.9 5,563 21.6  17,713 22.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

1. 給与及び賞与  1,792 2,171  7,572 

2. 退職給付費用  4 6  21 

3. 役員退職慰労引当金繰入  4 5  17 

4. 地代家賃  492 702  2,292 

5. その他 ※1 1,246 3,540 20.0 1,693 4,579 17.8 5,555 15,460 19.6

営業利益   513 2.9 983 3.8  2,253 2.9

Ⅳ 営業外収益     

1. 受取利息  6 9  33 

2. オンライン手数料  25 －  － 

3．受取手数料  － 31  116 

4. 受取家賃  3 30  31 

5. 受取協賛金  9 8  35 

6. 器具備品受贈益  22 14  78 

7. その他  27 95 0.5 9 103 0.4 107 402 0.5

Ⅴ 営業外費用     

1. 支払利息  30 25  116 

2．上場関連費用  3 －  62 

3. その他  0 34 0.2 2 27 0.1 14 193 0.3

経常利益   574 3.2 1,059 4.1  2,463 3.1

Ⅵ 特別利益     

1. 固定資産売却益  － －  0 

2．前期損益修正益 ※2 － － － － － － 30 31 0.0

Ⅶ 特別損失     

1. 固定資産売却損  0 －  0 

2. 固定資産除却損 ※3 3 1  31 

3. 店舗解約違約損  － －  8 

4. 退職給付費用  － －  31 

5．本社移転費 ※4 － －  19 

6. 減損損失 ※5 － 3 0.0 46 48 0.2 － 91 0.1

税金等調整前第１四半期

(当期)純利益 

  

570 3.2 1,011

 

3.9 

 

2,402 3.0

法人税、住民税及び事業税 ※6  281 1.6 407 1.6  1,142 1.4

第１四半期(当期)純利益   289 1.6 603 2.3  1,259 1.6

     

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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(3)第１四半期連結剰余金計算書 

（単位：百万円） 

 

 

前第１四半期連結会計期間

（自  平成16年６月１日 

至  平成16年８月31日） 

 

当第１四半期連結会計期間 

（自  平成17年６月１日 

至  平成17年８月31日） 

 

前連結会計年度 

（自  平成16年６月１日 

至  平成17年５月31日） 

区      分 金      額 金      額 金      額 

(資本剰余金の部)       

Ⅰ 資本剰余金期首残高  178  1,820  178 

Ⅱ 資本剰余金増加高       

１ 増資による新株式の発行 － － － － 1,642 1,642 

Ⅲ 資本剰余金第１四半期末(期末)残高  178  1,820  1,820 

       

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高  1,726  2,930  1,726 

Ⅱ 利益剰余金増加       

１ 第１四半期(当期)純利益 289 289 603 603 1,259 1,259 

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１ 配当金 37  134  37  

２ 役員賞与 18 55 20 154 18 55 

Ⅳ 利益剰余金第１四半期末(期末)残高  1,960  3,379  2,930 

       

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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５．第１四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：百万円) 

 
前第１四半期連結会計期間

（自  平成16年６月１日 

至  平成16年８月31日）

当第１四半期連結会計期間 

（自  平成17年６月１日 

至  平成17年８月31日） 

前連結会計年度の要約 

連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書 

（自  平成16年６月１日 

至  平成17年５月31日）

区      分 金      額 金      額 金      額 

    

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前第１四半期(当期)純利益 570 1,011 2,402 

減価償却費 84 126 418 

支払利息 30 25 116 

売上債権の減少額（増加額） △7 6 △18 

たな卸資産の増加額 △689 △252 △2,610 

仕入債務の増加額 1,118 523 4,630 

その他 △380 129 △189 

小      計 726 1,569 4,749 

利息及び配当金の受取額 0 0 0 

利息の支払額 △38 △32 △124 

法人税等の支払額 △656 △808 △1,119 

営業活動によるキャッシュ・フロー 31 729 3,505 

    

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー    

建設協力金の差入による支出 △335 △173 △818 

建設協力金の返還による収入 25 36 123 

敷金保証金の差入による支出 △71 △205 △446 

敷金保証金の返還による収入 4 10 26 

有形固定資産の取得による支出 △509 △772 △2,804 

その他 64 23 385 

投資活動によるキャッシュ・フロー △821 △1,081 △3,533 

    

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増加額 762 △11 896 

長期借入による収入 2,300 － 3,150 

長期借入金の返済による支出 △930 △556 △2,551 

配当金の支払額 △37 △134 △37 

株式の発行による収入 － － 2,790 

自己株式の取得による支出 － － △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,095 △702 4,247 

    

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 － － － 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額 1,305 △1,055 4,219 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 2,689 6,908 2,689 

Ⅶ．現金及び現金同等物の第１四半期 

  (当期)末残高 

 

3,994 

 

5,853 

 

6,908 

    

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

項      目 

前第１四半期連結会計期間

（自  平成16年６月１日 

至 平成16年８月31日） 

当第１四半期連結会計期間

（自  平成17年６月１日 

至  平成17年８月31日） 

前連結会計年度 

（自  平成16年６月１日 

至  平成17年５月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

 

連結子会社の数   ２社 

当社の子会社は株式会社コ

スモス・コーポレーション及

び株式会社グリーンフラッ

シュであり、当該会社を連結

しております。 

同    左 同    左 

２．持分法の適用に関する事項

 

持分法の適用の対象となる

関連会社等はありません。 

同    左 同    左 

３．連結子会社の決算日等に関

する事項 

 

連結子会社の第１四半期の

決算日は、第１四半期連結決

算日と一致しております。 

同    左 連結子会社の事業年度の決

算日は連結決算日と一致し

ております。 

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準 

及び評価方法 

 

 

イ 有価証券 

その他有価証券 

(ｲ) 時価のあるもの 

第１四半期連結決算

末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額

は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は

移動平均法により算定

）を採用しております。

(ﾛ) 時価のないもの 

移動平均法による原

価法を採用しておりま

す。 

ロ たな卸資産 

(ｲ) 商   品 

売価還元法による原

価法を採用しておりま

す。 

(ﾛ) 貯 蔵 品 

最終仕入原価法を採 

用しております。 

 

 

イ 有価証券 

その他有価証券 

(ｲ) 時価のあるもの 

同    左 

 

 

 

 

 

 

(ﾛ) 時価のないもの 

同    左 

 

 

ロ たな卸資産 

(ｲ) 商   品 

同    左 

 

 

(ﾛ) 貯 蔵 品 

同    左 

イ 有価証券 

その他有価証券 

(ｲ) 時価のあるもの 

決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定）を採用しており

ます。 

(ﾛ) 時価のないもの 

同    左 

 

 

ロ たな卸資産 

(ｲ) 商   品 

同   左 

 

 

(ﾛ) 貯 蔵 品 

同   左 
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項      目 

前第１四半期連結会計期間

（自  平成16年６月１日 

至 平成16年８月31日） 

当第１四半期連結会計期間

（自  平成17年６月１日 

至  平成17年８月31日） 

前連結会計年度 

（自  平成16年６月１日 

至  平成17年５月31日） 

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

 

イ 有形固定資産 

定率法を採用しておりま 

す。 

但し、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物 

附属設備を除く）について 

は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次 

の通りであります。 

建物及び構築物 

６年～47年 

車両運搬具 

４年～６年 

工具・器具及び備品 

３年～20年 

 

ロ 無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

については社内における利 

用可能期間（５年）に基づ 

く定額法を採用しておりま 

す。 

ハ 長期前払費用 

定額法を採用しておりま 

す。 

イ 有形固定資産 

同    左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 無形固定資産 

同    左 

 

 

 

 

ハ 長期前払費用 

同    左 

 

イ 有形固定資産 

同    左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 無形固定資産 

同    左 

 

 

 

 

ハ 長期前払費用 

同    左 

(3) 重要な引当金の計上基準 イ 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失 

に備えるため、貸倒実績率 

により回収不能見込額を計 

上しております。 

ロ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え 

るため、当連結会計期間末 

における退職給付債務の見 

込額に基づき、第１四半期 

連結会計期間末において発 

生していると認められる額 

を計上しております。 

 

 

 

 

 

 

 

イ 貸倒引当金 

同    左 

   

 

 

ロ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え 

るため、当連結会計期間末 

において発生していると認 

められる額に基づき、第１ 

四半期連結会計期間末にお 

いて発生していると認めら 

れる額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同    左 

 

 

 

ロ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え 

るため、当連結会計年度末 

において発生していると認 

められる額を計上しており 

ます。 

また、数理計算上の差異 

は、各連結会計年度の発生 

時の従業員の平均残存勤務 

期間以内の一定の年数(７ 

年） による按分額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度よ

り費用処理することにして

おります。 
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項      目 

前第１四半期連結会計期間

（自  平成16年６月１日 

至 平成16年８月31日） 

当第１四半期連結会計期間

（自  平成17年６月１日 

至  平成17年８月31日） 

前連結会計年度 

（自  平成16年６月１日 

至  平成17年５月31日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給 

に備えるため内規に基づく 

第１四半期連結会計期間末 

要支給額を計上しておりま 

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 役員退職慰労引当金 

同    左 

 (追加情報) 

提出会社及び連結子会社 

の退職給付債務は、従来「 

退職給付会計に関する実務 

指針」に定める簡便法によ 

り計算しておりましたが、 

当連結会計年度から原則法 

に変更しております。 

この変更は、当連結会計 

年度より従業員の増加等に 

伴い従業員の年齢や勤務期 

間の偏りが解消され退職給 

付債務の数理計算に用いら 

れる基礎率の推定について 

一定の有効性が確保された 

ため、原則法による計算の 

結果に一定の高い水準の信 

頼性が得られるものと判断 

されたことによるものであ 

ります。 

この変更に伴い、当期首 

時点における簡便法から原 

則法への移行にかかる差異 

は、「退職給付費用」 とし 

て31百万円 を特別損失に 

計上しております。 

この結果、従来の方法に 

よった場合と比較して、退 

職給付費用が37百万円 多 

く計上され、営業利益、経 

常利益はそれぞれ5百万円 

減少し、税金等調整前当期 

純利益は37百万円 減少し 

ております。 

 

ハ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給 

に備えるため内規に基づく 

期末要支給額を計上してお 

ります。 
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項      目 

前第１四半期連結会計期間

（自  平成16年６月１日 

至 平成16年８月31日） 

当第１四半期連結会計期間

（自  平成17年６月１日 

至  平成17年８月31日） 

前連結会計年度 

（自  平成16年６月１日 

至  平成17年５月31日） 

(4) 重要なリース取引の処理 

方法 

  リース物件の所有者が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており

ます。 

同    左 同    左 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては

、特例処理の要件を満たし

ておりますので､特例処理

を採用しております。 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

   金利スワップ 

 ヘッジ対象 

   借入金の利息 

ハ ヘッジ方針 

当社は、借入金の金利変

動リスクを回避する目的で

金利スワップ取引を行って

おり、ヘッジ対象の識別は

個別契約ごとに行っており

ます。 

ニ ヘッジの有効性評価の方 

 法 

リスク管理方針に従って

、以下の条件を満たす金利

スワップを締結しておりま

す。 

 Ⅰ 金利スワップの想定元 

本と長期借入金の元本 

金額が一致している。 

 Ⅱ 金利スワップと長期借 

入金の契約期間、及び 

満期が一致している。 

 Ⅲ 長期借入金の変動金利 

のインデックスが、 

TIBOR+1.5%で一致して 

いる。 

 Ⅳ 長期借入金と金利スワ 

ップの金利改定条件が 

一致している。 

 Ⅴ 金利スワップの受払い 

条件が、スワップ期間 

を通じて一定である。 

同    左 同    左 
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項      目 

前第１四半期連結会計期間

（自  平成16年６月１日 

至 平成16年８月31日）

当第１四半期連結会計期間 

（自  平成17年６月１日 

至  平成17年８月31日） 

前連結会計年度 

（自  平成16年６月１日 

至  平成17年５月31日）

 

従って金利スワップの特

例処理の要件を満たして

おり、その判定をもって有

効性の判定に代えており

ます。（決算日における有

効性の評価を省略してお

ります。） 

  

(6) その他四半期連結財務 

  諸表作成のための基本と 

   なる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によっ

ております。 

同    左 同    左 

５．四半期連結キャッシュ・

フロー計算書における資金

の範囲 

 四半期連結キャッシュ・フ

 ロー計算書における資金（

 現金及び現金同等物）は、

 手許現金、随時引出可能な

 預金及び容易に換金可能で

 あり、かつ、価値の変動に

 ついて僅少なリスクしか負

 わない取得日から３ｹ月以 

 内に償還期限の到来する短

 期的な投資であります。 

同    左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及

び現金同等物）は、手許現

金、随時引出可能な預金及

び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない

取得日から３ｹ月以内に償

還期限の到来する短期的な

投資であります。 
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会計処理の変更 

前第１四半期連結会計期間 

（自  平成16年６月１日 

  至  平成16年８月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（自  平成17年６月１日 

  至  平成17年８月31日） 

前連結会計年度 

（自  平成16年６月１日 

  至  平成17年５月31日） 

              (固定資産の減損に係る会計基準) 

固定資産の減損に係る会計基準（ 

「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会平成 14 年８月９日））及び「 

固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号平成 15 年 10 月 31 日）が平

成 17 年４月１日以後開始する連結

会計年度から適用されることにな

ったことに伴い、当第１四半期連結

会計期間から同会計基準及び同適

用指針を適用しております。これに

よる税金等調整前第１四半期純利

益に与える影響額は 46 百万円であ

ります。 

なお、減損損失累計額については、 

改正後の連結財務諸表規則に基づ

き各資産の金額から直接控除して

おります。 

 

             

 

 表示方法の変更 

前第１四半期連結会計期間 

（自  平成16年６月１日 

  至  平成16年８月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（自  平成17年６月１日 

  至  平成17年８月31日） 

前連結会計年度 

（自  平成16年６月１日 

  至  平成17年５月31日） 

  （連結損益計算書関係） 

  営業外収益のうち「受取手数料」 

につきましては、前連結会計年度ま 

で「オンライン手数料」として表示 

しておりましたが、取引内容をより 

明瞭に表示するために当連結会計年 

度より「受取手数料」として表示し 

ております。 
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 追加情報 

前第１四半期連結会計期間 

（自  平成16年６月１日 

  至  平成16年８月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（自  平成17年６月１日 

  至  平成17年８月31日） 

前連結会計年度 

（自  平成16年６月１日 

  至  平成17年５月31日） 

               

 

 

                

 

 

 

（外形標準課税） 

  実務対応報告第 12 号 「法人事業 

税における外形標準課税部分の損益 

計算書上の表示についての実務上の 

取扱い」 （企業会計基準委員会 平 

成 16 年２月 13 日）が公表されたこ 

とに伴い、当連結会計年度から同実 

務対応報告に基づき、法人事業税の 

付加価値割及び資本割 51 百万円を 

販売費及び一般管理費として処理し 

ております。 
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注  記  事  項 

（四半期連結貸借対照表関係） 

前第１四半期連結会計期間末 

（平成16年８月31日） 

当第１四半期連結会計期間末 

（平成17年８月31日） 

前連結会計年度 

（平成17年５月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累 

計額は 877 百万円でありま 

す。 

 

※２．担保資産及び担保付債務 

 

(担保に供している資産) 

建物及び構築物   898 百万円 

土地   263 百万円 

計 1,161 百万円 

 

(担保付債務) 

短期借入金   210 百万円 

長期借入金   454 百万円 

計   665 百万円 

 

３．当社グループは、運転資金の 

  効率的な調達を行うため、取引 

  銀行５行と当座貸越契約を締結 

  しております。これらの契約に 

  基づく当第１四半期連結会計期 

  間末の借入未実行残高は次の通 

  りであります。 

当座貸越極度額 500 百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 500 百万円 

 

※４．           

 

 

 

５．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、差額を流

動負債の「その他」として表

示しております。 

 

※１．有形固定資産の減価償却累 

計額は 1,322 百万円であり

ます。 

 

※２．担保資産及び担保付債務 

 

(担保に供している資産) 

建物及び構築物   159 百万円

土地    40 百万円

計   200 百万円

 

(担保付債務) 

短期借入金    25 百万円

長期借入金    88 百万円

計   113 百万円

 

３．当社グループは、運転資金の 

  効率的な調達を行うため、取引 

  銀行６行と当座貸越契約を締結 

  しております。これらの契約に 

  基づく当第１四半期連結会計期 

  間末の借入未実行残高は次の通 

  りであります。 

当座貸越極度額 800 百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 800 百万円

 

※４．自己株式 

当社が所有する自己株式の数 

は、普通株式で 63 株であります。

 

５．消費税等の取扱い 

同    左 

 

※１．有形固定資産の減価償却累 

計額は 1,197 百万円であり

ます。 

 

※２．担保資産及び担保付債務 

 

(担保に供している資産) 

建物及び構築物   161 百万円

土地    40 百万円

計   202 百万円

 

(担保付債務) 

短期借入金    25 百万円

長期借入金    88 百万円

計   113 百万円

 

３．当社グループは、運転資金の 

  効率的な調達を行うため、取引 

  銀行６行と当座貸越契約を締結 

  しております。これらの契約に 

  基づく当連結会計年度末の借入 

  未実行残高は次の通りでありま 

  す。 

当座貸越極度額 800 百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 800 百万円

 

※４．自己株式 

同     左 

 

 

５．消費税等の取扱い 
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（四半期連結損益計算書関係） 

前第１四半期連結会計期間 

（自  平成16年６月１日 

  至  平成16年８月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（自  平成17年６月１日 

  至  平成17年８月31日） 

前連結会計年度 

（自  平成16年６月１日 

  至  平成17年５月31日） 

※１．減価償却実施額 

有形固定資産 84 百万円 

無形固定資産 0 百万円  

※１．減価償却実施額 

有形固定資産 126 百万円

無形固定資産 0 百万円 

※１．減価償却実施額 

有形固定資産 418 百万円

無形固定資産 0 百万円 
※２．           ※２．           ※２．前期損益修正益 

税務更正の受入 30 百万円  
※３．固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 2 百万円 

その他 0 百万円 

計 3 百万円  

※３．固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 1 百万円 

その他 0 百万円 

計 1 百万円  

※３．固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物  29百万円 

その他   1百万円 

計  31百万円  
※４．           ※４．           ※４．本社移転費用について 

当社は、平成 17 年４月に本 

社機能を移転し、それに伴う 

オフィスの移転費用等が発生 

したため、本社移転費用とし 

て特別損失 19 百万円を計上 

いたしております。 

※５．           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※５．減損損失について 

(1)概要 

減損損失の内容は次の通りで 

あります。 

当第１四半期連結会計年度に 

おいて、以下の資産について減 

損損失を計上しております。 

場所 

旧浮之城店 

(閉鎖店舗) 

(宮崎県宮崎市) 

用途 賃貸用資産 

種類 
建物及び構築物、 

土地、その他 

 

当社グループは、キャッシュ 

・フローを生み出す最小の単位 

として、店舗ごとに資産のグル 

ーピングをしております。 

営業活動から生じる損益が継 

続してマイナスとなっている店 

舗や土地の時価の下落が著しい 

店舗等を対象とし、回収可能価 

額が帳簿価額を下回るものにつ 

いて建物及び構築物等の帳簿価 

額を回収可能価額まで減額し、 

当該減少額を減損損失として特 

別損失に計上しております。 

※５．            
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前第１四半期連結会計期間 

（自  平成16年６月１日 

  至  平成16年８月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（自  平成17年６月１日 

  至  平成17年８月31日） 

前連結会計年度 

（自  平成16年６月１日 

  至  平成17年５月31日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)減損損失の金額 

(単位：百万円) 

固定資産の種類 金    額 

建物及び構築物 5 

土地 41 

その他 0 

計 46 

 

(3)回収可能額の算定方法 

回収可能額が使用価値の場合 

は、将来キャッシュ・フローを 

4.58% の割引率で割り引いて計 

算しております。 

回収可能額が正味売却価額の 

場合には、公示価格を基に算出 

評価しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※６．当第 1 四半期連結会計期間 

における税金費用については 

、簡便法による税効果会計を 

適用しているため法人税等調 

整額は「法人税、住民税及び 

事業税」に含めて表示してお 

ります。 

 

※６．     同    左 ※６．            
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（第１四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第１四半期連結会計期間 

（自  平成16年６月１日 

  至  平成16年８月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（自  平成17年６月１日 

  至  平成17年８月31日） 

前連結会計年度 

（自  平成16年６月１日 

  至  平成17年５月31日） 

現金及び現金同等物の第１四半期末

残高と第１四半期連結貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係 

（平成16年８月31日現在） 

現金及び預金勘定    4,254百万円 

預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金    △259百万円 

現金及び現金同等物   3,994百万円 

 

現金及び現金同等物の第１四半期末

残高と第１四半期連結貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係 

（平成17年８月31日現在） 

現金及び預金勘定   5,853百万円

預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金       －百万円

現金及び現金同等物  5,853百万円

 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に記載されている科目の

金額との関係 

（平成17年５月31日現在） 

現金及び預金勘定    6,908百万円

預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金       －百万円

現金及び現金同等物   6,908百万円
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(リース取引関係) 

前第１四半期連結会計期間 

（自  平成16年６月１日 

  至  平成16年８月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（自  平成17年６月１日 

  至  平成17年８月31日） 

前連結会計年度 

（自  平成16年６月１日 

  至  平成17年５月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び第１四半

期末残高相当額 

工具・器具及び備品 

取得価額相当額 2,989百万円 

減価償却累計額相当額 983百万円 

第1四半期末残高相当額 2,006百万円 

車両運搬具 

取得価額相当額 11百万円 

減価償却累計額相当額 5百万円 

第1四半期末残高相当額 5百万円 

合計 

取得価額相当額 3,001百万円 

減価償却累計額相当額 988百万円 

第1四半期末残高相当額 2,012百万円 
 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び第１四半

期末残高相当額 

工具・器具及び備品 

取得価額相当額 4,968百万円

減価償却累計額相当額 2,100百万円

第1四半期末残高相当額 2,867百万円

車両運搬具 

取得価額相当額 12百万円

減価償却累計額相当額 7百万円

第1四半期末残高相当額 4百万円

合計 

取得価額相当額 4,980百万円

減価償却累計額相当額 2,107百万円

第1四半期末残高相当額 2,872百万円
 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

工具･器具及び備品 

取得価額相当額 4,748百万円

減価償却累計額相当額 1,877百万円

第1四半期末残高相当額 2,871百万円

車両運搬具 

取得価額相当額 14百万円

減価償却累計額相当額 7百万円

第1四半期末残高相当額 7百万円

合計 

取得価額相当額 4,763百万円

減価償却累計額相当額 1,884百万円

第1四半期末残高相当額 2,878百万円
 

(2) 未経過リース料第１四半期末残高

相当額 

１年内 556百万円 

１年超 1,494百万円 

合計 2,051百万円 
 

(2) 未経過リース料第１四半期末残高

相当額 

１年内 948百万円

１年超 2,031百万円

合計 2,980百万円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 

１年内 886百万円

１年超 2,068百万円

合計 2,957百万円
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額 

    及び支払利息相当額 

支払リース料 132百万円 

減価償却費相当額 124百万円 

支払利息相当額 10百万円 
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料 251百万円

減価償却費相当額 236百万円

支払利息相当額 16百万円
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料 888百万円

減価償却費相当額 815百万円

支払利息相当額 63百万円
 

(4) 減価償却費相当額の算出方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算出方法 

同  左 

 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

同  左 

(4) 減価償却費相当額の算出方法 

同  左 

 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

同  左 
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（有価証券関係） 

前第１四半期連結会計期間末（平成16年８月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：百万円) 

 取 得 原 価 四半期連結貸借対照表計上額 差      額 

(1)株式 7 9 2 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

(単位：百万円) 

 四半期連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 

 

2 

 

当第１四半期連結会計期間末（平成17年８月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：百万円) 

 取 得 原 価 四半期連結貸借対照表計上額 差      額 

(1)株式 7 9 2 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

(単位：百万円) 

 四半期連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 

 

2 

 

前連結会計年度末（平成17年５月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差      額 

(1)株式 7 8 0 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

(単位：百万円) 

 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 

 

2 

 

 

（デリバティブ取引関係） 

前第１四半期連結会計期間末（平成16年８月31日現在） 

ヘッジ会計を適用しているため、開示の対象から除いております。 

 

当第１四半期連結会計期間末（平成17年８月31日現在） 

ヘッジ会計を適用しているため、開示の対象から除いております。 

 

前連結会計年度末（平成17年５月31日現在） 

ヘッジ会計を適用しているため、開示の対象から除いております。 
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 (セグメント情報) 

１ 事業の種類別セグメント情報 

当社グループは、前第１四半期連結会計期間（自 平成16年６月１日 至 平成16年８月31日）、当第１四半期

連結会計期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年８月31日）、前連結会計年度（自 平成16年６月１日 至 平

成17年５月31日）において単一事業を営んでおり、事業の種類別セグメント情報の開示を行っておりませんので、

該当事項はありません。 

 

２ 所在地別セグメント情報 

当社グループは、前第１四半期連結会計期間（自 平成16年６月１日 至 平成16年８月31日）、当第１四半期

連結会計期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年８月31日）、前連結会計年度（自 平成16年６月１日 至 平

成17年５月31日）において、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項

はありません。 

 

３ 海外売上高 

当社グループは、前第１四半期連結会計期間（自 平成 16 年６月１日 至 平成 16 年８月 31 日）、当第１四

半期連結会計期間（自 平成 17 年６月１日 至 平成 17 年８月 31 日）、前連結会計年度（自 平成 16 年６月

１日 至 平成 17 年５月 31 日）において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

前第１四半期連結会計期間 

（自  平成16年６月１日 

  至  平成16年８月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（自  平成17年６月１日 

  至  平成17年８月31日） 

前連結会計年度 

（自  平成16年６月１日 

  至  平成17年５月31日） 

１株当たり純資産額     318円71銭 １株当たり純資産額     734円61銭 １株当たり純資産額    682円24銭 

１株当たり第１四半期純利益金額 

                        38円69銭 

１株当たり第１四半期純利益額 

                        67円28銭 

１株当たり当期純利益金額 

                      149円58銭 

当社は平成16年７月20日付で株式

１株につき２株の株式分割を行って

おります。 

なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の１株当たり情

報については、それぞれ以下の通りと

なります。 

 

１株当たり純資産額     285円00銭 

１株当たり第１四半期純利益金額 

                       124円35銭 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり第

１四半期純利益金額については、潜在

株式が存在していないため記載して

おりません。 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり第

１四半期純利益金額については、潜在

株式が存在していないため記載してお

りません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社は平成16年７月20日付で株式１

株につき２株の株式分割を行っており

ます。 

なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前連結会計年度

における１株当たり情報については、

以下の通りとなります。 

 

１株当たり純資産額    285円00銭 

１株当たり当期純利益金額  

                      124円35銭 

 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在していないため記載しておりま

せん。 

（注）１株当たり第１四半期純利益、前年同四半期純利益､前期末純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

 

 前第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成16年６月１日 

至 平成16年８月31日）

当第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年６月１日 

至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 

至 平成17年５月31日）

１株当たり第１四半期(当期)純利益金額（百万円）    

第１四半期（当期）純利益 （百万円） 289 603 1,259 

普通株主に帰属しない金額    （百万円） ― ― 20 

（うち利益処分による役員賞与金） (―) (―) (20)

普通株式に係る第１四半期(当期)純利益（百万円) 289 603 1,239 

普通株式の期中平均株式数（株） 7,472,000 8,971,937 8,288,143 
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（重要な後発事象） 

前第１四半期連結会計期間 

（自  平成16年６月１日 

  至  平成16年８月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（自  平成17年６月１日 

  至  平成17年８月31日） 

前連結会計年度 

（自  平成16年６月１日 

  至  平成17年５月31日） 

１．公募増資 

当社株式は、株式会社東京証券取引

所の承認を得て平成16年11月11日

にマザーズ市場に上場しておりま

す。 

上場に当たり、平成 16 年 10 月 8 日 

及び平成16年 10月 22日開催の取締 

役会において、下記の通り新株式の 

発行を決議し、平成 16 年 11 月 10 日 

に払込が完了いたしました。 

 この結果、平成 16 年 11 月 11 日付 

で資本金は 1,389 百万円、発行済株

式総数は 8,772,000 株となっており 

ます。 

(1)  募集方法 

一般募集 

(ブックビルディング方式 

による募集) 

(2)  発行する株式の種類及び数 

普通株式   1,300,000 株 

(3)  発行価格 

１株につき 2,000 円 

(4)  引受価格 

１株につき 1,860 円 

この価額は当社が引受人より 

１株当たりの新株式払込金と 

して受取った金額でありま

す。 

なお、発行価格と引受価額と 

の差額の総額は引受人の手取 

金となります。 

(5)  発行価額 

１株につき 1,530 円 

(資本組入額 765 円) 

(6)  発行価額の総額   

1,989 百万円 

(7)  払込金の総額     

2,418 百万円 

(8)  資本組入額の総額  

994 百万円 

(9)  払込期日  

平成 16 年 11 月 10 日 

(10) 配当起算日  

平成 16 年６月１日 

(11) 資金の使途 

手取金につきましては、全額 

設備投資資金に充当する予定 

であります。 
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（そ  の  他） 

当四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ 

ロー計算書は、株式会社東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱い」

の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づく中央青山監査法人の四半期連結財

務諸表に対する手続きを実施しております。 

 

 

 

６．事業部門別売上高 

                                                          (百万円未満切捨) 

 平成17年５月期 

第１四半期 

(前年同四半期） 

平成18年５月期 

第１四半期 

(当四半期） 

 

平成 17 年５月期 

 金     額 構 成 比 金     額 構 成 比

 

対前年増減率

金    額 構 成 比

 

医薬品 

百万円

 3,832 

％ 

21.7 

百万円

5,168

％

20.1

％

34.9 

 

16,142 

％

20.5

化粧品  3,077 17.4 4,218 16.4 37.1 13,281 16.9

雑貨  2,651 14.9 3,905 15.2 47.3 12,570 16.0

食品  7,811 44.2 11,989 46.6 53.5 35,236 44.8

その他    319 1.8 447 1.7 40.0 1,420 1.8

合計 17,693 100.0 25,728 100.0 45.4 78,651 100.0
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平成 17 年 10 月５日 

各      位 

 

 

平成 18 年５月期第１四半期財務・業績の概況（個別） 

 

上場会社名 株式会社コスモス薬品 
(コード番号：3349   東証マザーズ） 

（ＵＲＬ http://www.cosmospc.co.jp/ ）   

問 合 せ 先       代表者役職・氏名  代表取締役社長      宇野 正晃 （ＴＥＬ：（092）433 ― 0660） 

           責任者役職・氏名  専務取締役管理本部長  小野 幸弘  

 

１．四半期財務情報の作成等に係る事項 

① 四半期財務諸表の作成基準 ： 中間財務諸表作成基準 

② 最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 

③ 会計監査人の関与 ： 有 

  平成 18 年５月期第１四半期の財務諸表については、株式会社東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会

社情報の適時開示等に関する規則の取扱い」 の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係

る基準」に基づく意見表明のための手続きを受けております。 

 

２．平成18年５月期第１四半期の財務・業績の概況（平成17年６月１日～平成17年８月31日） 

（１）経営成績の進捗状況                                                              (単位：百万円未満切捨) 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      
四半期（当期）       

純 利 益       

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

18 年５月期第１四半期 25,187   46.0  867    84.0  943    77.3 533    98.1

17 年５月期第１四半期 17,246   － 471   － 532    － 269    －

（参考）17 年５月期 76,926  33.1 2,184  36.7 2,393   31.6 1,233   36.5

 

 
１株当たり四半期 

（当期）純利益 

 円  銭

18 年５月期第 1 四半期 59   52 

17 年５月期第 1 四半期 36  07 

（参考）17 年５月期 146   45 

（注）売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示す。 

 

（２）財政状態の変動状況 

 
総資産 株主資本 株主資本比率 

１株当たり 

株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円    銭

平成 18 年５月期第１四半期 27,921 6,458 23.1       719    89 

平成 17 年５月期第１四半期 20,296 2,325 11.5       311    20 

(参考) 平成 17 年５月期 27,893 6,078 21.8       675    28 
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３．平成18年５月期の業績予想(平成17年６月１日～平成18年５月31日) 

１株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益 

中間 期末  

 

中間期 

 百万円

47,981 

 百万円

1,404 

 百万円

653 

円  銭

   0    00 

円  銭 

 －  － 

円  銭

  －   － 

通 期 98,273 3,103 1,532  －   －  15  00   15   00 

(参考)１株当たりの予想当期純利益(通期)    170円77銭 

 

 

※業績予想に関する注意事項 

 業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断したものであり、将来の予想数値を

確約・保証するものではありません。 

 予想数値には様々な不確実要素が内在しており、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。 
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４．第１四半期財務諸表 

(1)第１四半期貸借対照表 

(単位：百万円) 

 

前第１四半期会計期間 

(平成16年8月31日) 

当第１四半期会計期間 

（平成17年8月31日） 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成17年５月31日) 

期   別 

 

科    目 注記

番号 

 

金  額 

 

構成比 

 

金   額 

 

構成比 

 

金  額 

 

構成比 

(資産の部)   % % %

Ⅰ 流動資産                                                              

1. 現金及び預金  4,030 5,470  6,566

2. 売掛金  500 595  603

3. たな卸資産  5,630 7,766  7,498

4. その他  1,249 1,804  1,708

貸倒引当金  △2 △1  △1

流動資産合計  11,409 56.2 15,634 56.0 16,374 58.7

Ⅱ 固定資産   

1. 有形固定資産 ※1  

 (1) 建物及び構築物 ※2 3,949 6,025  5,787

 (2) 土地 ※2 325 393  434

 (3) 建設仮勘定  284 350  151

 (4) その他  127 158  159

有形固定資産合計  4,687 23.1 6,927 24.8 6,532 23.4

2. 無形固定資産  13 0.1 16 0.1 13 0.1

3. 投資その他の資産   

 (1) 建設協力金  1,905 2,317  2,202

 (2) 差入敷金保証金  1,783 2,302  2,110

 (3) その他  497 722  658

投資その他の資産合計  4,186 20.6 5,343 19.1 4,972 17.8

固定資産合計  8,886 43.8 12,287 44.0 11,518 41.3

資産合計  20,296 100.0 27,921 100.0 27,893 100.0

   

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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(単位：百万円) 

 

前第１四半期会計期間 

(平成16年8月31日) 

当第１四半期会計期間 

（平成17年8月31日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成17年５月31日) 

期   別 

 

科    目 注記

番号 

 

金  額 

 

構成比 

 

金   額 

 

構成比 

 

金  額 

 

構成比 

(負債の部)   % % %

Ⅰ 流動負債                                                              

1. 買掛金  8,913 12,934  12,416

2. 1 年以内返済予定長期借入金 ※2 1,919 2,041  2,053

3. 未払法人税等  262 353  775

4. その他  1,084 1,598  1,496

流動負債合計  12,180 60.0 16,928 60.6 16,741 60.0

Ⅱ 固定負債   

1. 長期借入金 ※2 5,392 4,064  4,621

2. 退職給付引当金  34 70  67

3. 役員退職慰労引当金  340 359  353

4. その他  22 39  29

固定負債合計  5,790 28.5 4,533 16.3 5,072 18.2

負債合計  17,970 88.5 21,462 76.9 21,814 78.2

(資本の部)   

Ⅰ 資本金  241 1.2 1,389 5.0 1,389 5.0

Ⅱ 資本剰余金  178 0.9 1,820 6.5 1,820 6.5

Ⅲ 利益剰余金  1,903 9.4 3,247 11.6 2,868 10.2

Ⅳ その他有価証券評価差額金  1 0.0 1 0.0 0 0.0

Ⅴ 自己株式 ※4 － － △0 △0.0 △0 △0.0

資本合計  2,325 11.5 6,458 23.1 6,078 21.8

負債資本合計  20,296 100.0 27,921 100.0 27,893 100.0

   

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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(2)第１四半期損益計算書 

 (単位：百万円) 

 前第１四半期会計期間 

(自 平成16年６月１日 

 至 平成16年８月31日) 

当第１四半期会計期間 

(自 平成17年６月１日 

 至 平成17年８月31日) 

前事業年度の要約損益計算書

(自 平成16年６月１日 

至 平成17年５月31日) 

              期    別  

 

科      目 注記 

番号 
金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 

  % %  %

Ⅰ 売上高  17,246 100.0 25,187 100.0  76,926 100.0

Ⅱ 売上原価  13,481 78.2 19,923 79.1  60,315 78.4

売上総利益  3,765 21.8 5,263 20.9  16,610 21.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費         

1. 給与及び賞与  1,440 1,754  6,066 

2. 退職給付費用  3 4  15 

3. 役員退職慰労引当金繰入  4 5  17 

4. 地代家賃  491 700  2,288 

5. その他 ※1 1,353 3,293 19.1 1,930 4,395 17.5 6,038 14,426 18.7

営業利益  471 2.7 867 3.4  2,184 2.9

Ⅳ 営業外収益    

1. 受取利息  6 9  33 

2. オンライン手数料  25 －  － 

3．受取手数料  － 31  116 

4. 受取家賃  3 30  31 

5. 受取協賛金  9 8  35 

6. 器具備品受贈益  22 14  78 

7. その他  27 95 0.6 8 102 0.4 105 401 0.5

Ⅴ 営業外費用    

1. 支払利息  30 25  116 

2．上場関連費用  3 －  62 

3. その他  0 34 0.2 1 27 0.1 14 192 0.3

経常利益  532 3.1 943 3.7  2,393 3.1

Ⅵ 特別利益    

1. 固定資産売却益  － －  0 

2．前期損益修正益 ※2 － －  40 

3. 貸倒引当金戻入益  － － － － － 0 41 0.1

Ⅶ 特別損失    

1. 固定資産売却損  0 －  0 

2. 固定資産除却損 ※4 3 1  31 

3. 店舗解約違約損  － －  8 

4. 退職給付費用  － －  24 

5．本社移転費 ※5 － －  19 

6. 減損損失 ※6 － 3 0.0 46 48 0.2 － 84 0.1

税引前第１四半期(当期)

純利益 

 

528 3.1 894

 

3.5 

 

2,349 3.1

法人税、住民税及び事業税 ※7 258 1.5 360 1.4  1,116 1.5

第１四半期(当期)純利益  269 1.6 533 2.1  1,233 1.6

前期繰越利益  1,327 2,406   1,327

第1四半期(当期)未処分利益  1,596 2,940   2,561

    

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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（四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

項      目 

前第１四半期会計期間 

（自  平成16年６月１日 

至 平成16年８月31日）

当第１四半期会計期間 

（自  平成17年６月１日 

至  平成17年８月31日）

前事業年度 

（自  平成16年６月１日 

至  平成17年５月31日）

１．資産の評価基準及び評価方法

 

 (1) 子会社株式 

     移動平均法による原価法 

     を採用しております。 

 (2) その他有価証券 

(ｲ) 時価のあるもの 

第１四半期決算日の市 

場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直 

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算 

定）を採用しております。

(ﾛ) 時価のないもの 

移動平均法による原価 

法を採用しております。 

 (1) 子会社株式 

同    左 

 

 (2) その他有価証券 

(ｲ) 時価のあるもの 

同    左 

 

 

 

 

 

(ﾛ) 時価のないもの 

同    左 

 (1) 子会社株式 

同    左 

 

 (2) その他有価証券 

(ｲ) 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額 

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定) を採

用しております。 

(ﾛ) 時価のないもの 

同    左 

 

 

 (3) 商品 

売価還元法による原価法を

採用しております。 

 (4) 貯蔵品 

最終仕入原価法を採用して

おります。 

 (3) 商品 

同    左 

 

 (4) 貯蔵品  

同    左 

 (3) 商品 

同    左 

 

 (4) 貯蔵品  

同    左 

２．固定資産の減価償却の方法 イ 有形固定資産 

定率法を採用しておりま 

す。 

但し、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建 

物附属設備を除く）につ 

いては定額法によってお 

ります。 

なお、主な耐用年数は次 

の通りであります。 

建物及び構築物 

６年～47年 

車両運搬具 

４年～６年 

工具・器具及び備品 

３年～20年 

ロ 無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

については社内における 

利用可能期間（５年）に 

基づく定額法を採用して 

おります。 

ハ 長期前払費用 

定額法を採用しておりま 

す。 

イ 有形固定資産 

同    左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 無形固定資産 

同    左 

 

 

 

 

ハ 長期前払費用 

同    左 

 

イ 有形固定資産 

同    左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 無形固定資産 

同    左 

 

 

 

 

ハ 長期前払費用 

同    左 
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項      目 

前第１四半期会計期間 

（自  平成16年６月１日 

至 平成16年８月31日）

当第１四半期会計期間 

（自  平成17年６月１日 

至  平成17年８月31日） 

前事業年度 

（自  平成16年６月１日 

至  平成17年５月31日）

３．引当金の計上基準 イ 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失

に備えるため、貸倒実績率

により回収不能見込額を計

上しております。 

ロ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備 

えるため、当事業年度末 

における退職給付債務の 

見込額に基づき、第１四 

半期会計期間末に発生し 

ていると認められる額を 

計上しております。 

 

 

 

イ 貸倒引当金 

同    左 

   

 

 

ロ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお 

いて発生していると認めら 

れる額に基づき、第１四半 

期会計期間末に発生してい 

ると認められる額を計上し 

ております。 

イ 貸倒引当金 

同    左 

 

 

 

ロ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え 

るため、当事業年度末にお 

いて発生していると認めら 

れる額を計上しております。

また、数理計算上の差異 

は、各年度の発生時の従業 

員の平均残存勤務期間以内 

の一定の年数 (７年）によ 

る按分額をそれぞれ発生の 

翌年度より費用処理するこ 

とにしております。 

(追加情報) 

退職給付債務は、従来「 

退職給付会計に関する実務 

指針」に定める簡便法によ 

り計算しておりましたが、 

当事業年度より原則法に変 

更しております。 

この変更は、当事業年度 

より従業員の増加等に伴い 

従業員の年齢や勤務期間の 

偏りが解消され、退職給付 

債務の数理計算に用いられ 

る基礎率の推定について一 

定の有効性が確保されたた 

め、原則法による計算の結 

果に一定の高い水準の信頼 

性が得られるものと判断さ 

れたことによるものであり 

ます。 

この変更に伴い、当事業 

年度期首時点における簡便 

法から原則法への移行にか 

かる差異は、「退職給付費 

用」として 24百万円を特 

別損失に計上しております。
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項      目 

前第１四半期会計期間 

（自  平成16年６月１日 

至 平成16年８月31日）

当第１四半期会計期間 

（自  平成17年６月１日 

至  平成17年８月31日） 

前事業年度 

（自  平成16年６月１日 

至  平成17年５月31日）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給

に備えるため内規に基づく

第１四半期会計期間末要支

給額を計上しております。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 役員退職慰労引当金 

同    左 

 この結果、従来の方法に 

よった場合と比較して、退 

職給付費用が27百万円多 

く計上され、営業利益、経 

常利益はそれぞれ2百万円 

減少し、税引前当期純利益 

は27百万円減少しており 

ます。 

 

ハ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給 

に備えるため内規に基づく 

期末要支給額を計上してお 

ります。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっておりま

す。 

同    左 同    左 

５．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについて

は、特例処理の要件を満

たしておりますので、特

例処理を採用しておりま

す。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 

金利スワップ 

ヘッジ対象 

借入金の利息 

(3) ヘッジ方針 

  当社は、借入金の金利

変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を

行っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約ごとに

行っております。 

(4) ヘッジの有効性評価の 

方法 

リスク管理方針に従っ

て、以下の条件を満たす

金利スワップを締結して

おります。 

同    左 同    左 
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項      目 

前第１四半期会計期間 

（自  平成16年６月１日 

至 平成16年８月31日）

当第１四半期会計期間 

（自  平成17年６月１日 

至  平成17年８月31日） 

前事業年度 

（自  平成16年６月１日 

至  平成17年５月31日）

 Ⅰ  金利スワップの想定

元本と長期借入金

の元本金額が一致

している。 

Ⅱ  金利スワップと長期

借入金の契約期間、

及び満期が一致し

ている。 

Ⅲ  長期借入金の変動金

利のインデックスが

、TIBOR+1.5%で一致

している。 

Ⅳ  長期借入金と金利ス

ワップの金利改定

条件が一致してい

る。 

Ⅴ  金利スワップの受払

い条件が、スワップ

期間を通じて一定 

である。 

従って金利スワップの特

例処理の要件を満たして

おり、その判定をもって

有効性の判定に代えてお

ります。 

（決算日における有効性

の評価を省略しておりま

す。） 

  

６．その他四半期財務諸表作

成のための基本となる重要

な事項 

 

消費税等の処理 

消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。 

 

同    左 同    左 
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 会計方針の変更 

前第１四半期会計期間 

（自 平成16年６月１日 

至 平成16年８月31日） 

当第１四半期会計期間 

（自 平成17年６月１日 

至 平成17年８月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年６月１日 

至 平成17年５月31日） 

 

             

(固定資産の減損に係る会計基準) 

固定資産の減損に係る会計基準（ 

「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会平成 14 年８月９日））及び「 

固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号平成 15 年 10 月 31 日）が平

成 17 年４月１日以後開始する連結

会計年度から適用されることにな

ったことに伴い、当第１四半期会計

期間から同会計基準及び同適用指

針を適用しております。これによる

税引前第１四半期純利益に与える

影響額は 46 百万円であります。 

なお、減損損失累計額については、 

改正後の財務諸表規則に基づき各

資産の金額から直接控除しており

ます。 

 

 

             

 

 

 表示方法の変更 

前第１四半期会計期間 

（自 平成16年６月１日 

至 平成16年８月31日） 

当第１四半期会計期間 

（自 平成17年６月１日 

至 平成17年８月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年６月１日 

至 平成17年５月31日） 

 

 

 

 

 

 

（損益計算書関係） 

  営業外収益のうち「受取手数料」 

につきましては、前事業年度まで「オ

ンライン手数料」として表示してお

りましたが、取引内容をより明瞭に

表示するために当事業年度より「受

取手数料」として表示しております。 
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 追 加 情 報 

前第１四半期会計期間 

（自 平成16年６月１日 

至 平成16年８月31日） 

当第１四半期会計期間 

（自 平成17年６月１日 

至 平成17年８月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年６月１日 

至 平成17年５月31日） 

 

 

            

 

 

            

(外形標準課税) 

実務対応報告第 12 号「法人事業税 

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成

16 年２月 13 日）が公表されたこと

に伴い、当事業年度から同実務対応 

報告に基づき、法人事業税の付加価

値割及び資本割 51 百万円を販売費

及び一般管理費として処理しており 

ます。 
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注  記  事  項 

（四半期貸借対照表関係） 

前第１四半期会計期間末 

（平成16年８月31日） 

当第１四半期会計期間末 

（平成17年８月31日） 

前事業年度 

（平成17年５月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累 

計額は 877 百万円でありま

す。 

 

※２．担保資産及び担保付債務 

 

（担保に供している資産) 

建物及び構築物   898 百万円 

土地   263 百万円 

計 1,161 百万円 

 

(担保付債務) 

1 年以内返済予定 

長期借入金 
210 百万円 

長期借入金 454 百万円 

計 665 百万円 

 

３．当社は、運転資金の効率的な調 

達を行うため、取引銀行５行と当 

座貸越契約を締結しております。 

これらの契約に基づく当第１四半 

期末の借入未実行残高は次の通り 

であります。 

当座貸越極度額 500 百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 500 百万円

 

４．          

 

 

 

５．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、差額を流

動負債の「その他」として表

示しております。 

 

※１．有形固定資産の減価償却累 

計額は 1,322 百万円であり

ます。 

 

※２．担保資産及び担保付債務 

 

(担保に供している資産) 

建物及び構築物   159 百万円

土地    40 百万円

計   200 百万円

 

(担保付債務) 

1 年以内返済予定

長期借入金 
25 百万円

長期借入金 88 百万円

計 113 百万円

 

３．当社は、運転資金の効率的な調 

達を行うため、取引銀行６行と当 

座貸越契約を締結しております。 

これらの契約に基づく当第１四半

期末の借入未実行残高は次の通り

であります。 

当座貸越極度額 800 百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 800 百万円

 

※４．自己株式 

当社が所有する自己株式の数 

は、普通株式で 63 株であります。

 

５．消費税等の取扱い 

同    左 

 

※１．有形固定資産の減価償却累 

計額は 1,197 百万円であり

ます。 

 

※２．担保資産及び担保付債務 

 

(担保に供している資産) 

建物及び構築物   161 百万円

土地    40 百万円

計   202 百万円

 

(担保付債務) 

1 年以内返済予定 

長期借入金 
25 百万円

長期借入金 88 百万円

計 113 百万円

 

３．当社は、運転資金の効率的な調 

達を行うため、取引銀行６行と当 

座貸越契約を締結しております。 

これらの契約に基づく当事業年度

末の借入未実行残高は次の通りで

あります。 

当座貸越極度額 800 百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 800 百万円

 

※４．自己株式 

同    左 

 

 

５．消費税等の取扱い 
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（四半期損益計算書関係） 

前第１四半期会計期間 

（自 平成16年６月１日 

至 平成16年８月31日） 

当第１四半期会計期間 

（自 平成17年６月１日 

至 平成17年８月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年６月１日 

至 平成17年５月31日） 

※１．減価償却実施額 

有形固定資産 84 百万円 

無形固定資産 0 百万円  

※１．減価償却実施額 

有形固定資産 126 百万円 

無形固定資産 0 百万円  

※１．減価償却実施額 

有形固定資産 418 百万円 

無形固定資産 0 百万円  
※２．           ※２． ※２．前期損益修正益 

税務更正の受入 40 百万円  
※３．固定資産売却損の内訳 

その他 0 百万円 

無形固定資産 0 百万円 

計 0 百万円  

※３． ※３．固定資産売却損の内訳 

その他 0 百万円  

※４．固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 2 百万円 

その他 0 百万円 

計 3 百万円  

※４．固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 1 百万円 

その他 0 百万円 

計 1 百万円  

※４．固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 29 百万円 

その他 1 百万円 

計 31 百万円 

    
※５．            ※５． ※５．本社移転費用について 

      当社は、平成 17 年４月に本 

    社機能を移転し、それに伴う 

    オフィスの移転費用等が発生 

    したため、本社移転費用とし 

    て特別損失 19 百万円を計上 

    いたしております。 

※６．            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※６．減損損失について 

(1)概要 

減損損失の内容は次の通りであ

ります。 

当第１四半期会計期間において、

以下の資産について減損損失を計

上しております。 

場所 

旧浮之城店 

(閉鎖店舗) 

(宮崎県宮崎市) 

用途 賃貸用資産 

種類 
建物及び構築物、 

土地、その他 

 

当社は、キャッシュ・フローを

生み出す最小の単位として、店舗

ごとに資産のグルーピングをして

おります。 

営業活動から生じる損益が継続

してマイナスとなっている店舗や

土地の時価の下落が著しい店舗を

対象とし、回収可能価額が帳簿価 

※６．           
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前第１四半期会計期間 

（自 平成16年６月１日 

至 平成16年８月31日） 

当第１四半期会計期間 

（自 平成17年６月１日 

至 平成17年８月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年６月１日 

至 平成17年５月31日） 

 額を下回るものについて建物及び

構築物等の帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損

損失として特別損失に計上してお

ります。 

(2)減損損失の金額 

(単位：百万円) 

固定資産の種類 金    額 

建物及び構築物 5 

土地 41 

その他 0 

計 46 

 

(3)回収可能額の算定方法 

回収可能額が使用価値の場合は、

将来キャッシュ・フローを 4.58% 

の割引率で割り引いて計算してお

ります。 

回収可能額が正味売却価額の場

合には、公示価格を基に算出評価

しております。 

 

※７．当第 1 四半期会計期間にお 

ける税金費用については、簡 

便法による税効果会計を適用 

しているため法人税等調整額 

は「法人税、住民税及び事業税」 

に含めて表示しております。 

 

※７．     同    左 ※７．           
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(リース取引関係) 

前第１四半期会計期間 

（自 平成16年６月１日 

至 平成16年８月31日） 

当第１四半期会計期間 

（自 平成17年６月１日 

至 平成17年８月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年６月１日 

至 平成17年５月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び第１四

半期末残高相当額 

 

工具・器具及び備品 

取得価額相当額 2,989百万円 

減価償却累計額相当額 983百万円 

第1四半期末残高相当額 2,006百万円 

 

車両運搬具 

取得価額相当額 11百万円 

減価償却累計額相当額 5百万円 

第1四半期末残高相当額 5百万円 

 

合計 

取得価額相当額 3,001百万円 

減価償却累計額相当額 988百万円 

第1四半期末残高相当額 2,012百万円 
 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び第１四半

期末残高相当額 

 

工具・器具及び備品 

取得価額相当額 4,968百万円

減価償却累計額相当額 2,100百万円

第1四半期末残高相当額 2,867百万円

 

車両運搬具 

取得価額相当額 12百万円

減価償却累計額相当額 7百万円

第1四半期末残高相当額 4百万円

 

合計 

取得価額相当額 4,980百万円

減価償却累計額相当額 2,107百万円

第1四半期末残高相当額 2,872百万円
 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

 

工具･器具及び備品 

取得価額相当額 4,748百万円

減価償却累計額相当額 1,877百万円

第1四半期末残高相当額 2,871百万円

 

車両運搬具 

取得価額相当額 14百万円

減価償却累計額相当額 7百万円

第1四半期末残高相当額 7百万円

 

合計 

取得価額相当額 4,763百万円

減価償却累計額相当額 1,884百万円

第1四半期末残高相当額 2,878百万円
 

(2) 未経過リース料第１四半期末残

高相当額 

１年内 556百万円 

１年超 1,494百万円 

合計 2,051百万円 
 

(2) 未経過リース料第１四半期末残高

相当額 

１年内 948百万円

１年超 2,031百万円

合計 2,980百万円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 

１年内 888百万円

１年超 2,068百万円

合計 2,957百万円
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額 

及び支払利息相当額 

 
 

支払リース料 132百万円 

減価償却費相当額 124百万円 

支払利息相当額 10百万円 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

 
 

支払リース料 251百万円

減価償却費相当額 236百万円

支払利息相当額 16百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

 
 

支払リース料 865百万円

減価償却費相当額 815百万円

支払利息相当額 63百万円

(4) 減価償却費相当額の算出方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算出方法 

同  左 

 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

同  左 

(4) 減価償却費相当額の算出方法 

同  左 

 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

同  左 
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（有価証券関係） 

  前第１四半期会計期間（自 平成16年６月１日  至 平成16年８月31日）、前事業年度（自 平成16年６月１日   

  至 平成17年５月31日）及び当第１四半期会計期間（自 平成17年６月１日  至 平成17年８月31日）における 

  子会社株式及び関連株式で時価のあるものはありません。 

 

（デリバティブ取引関係） 

  当第１四半期会計期間末（平成17年８月31日現在） 

ヘッジ会計を適用しているため、開示の対象から除いております。 

 

前第１四半期会計期間末（平成16年８月31日現在） 

ヘッジ会計を適用しているため、開示の対象から除いております。 

 

前事業年度末（平成17年５月31日現在） 

ヘッジ会計を適用しているため、開示の対象から除いております。 
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(１株当たり情報) 

前第１四半期会計期間 

（自 平成16年６月１日 

至 平成16年８月31日） 

当第１四半期会計期間 

（自 平成17年６月１日 

至 平成17年８月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年６月１日 

至 平成17年５月31日） 

１株当たり純資産額      311円21銭 １株当たり純資産額     719円89銭 １株当たり純資産額      675円28銭

１株当たり第１四半期純利益金額 

 36円07銭 

１株当たり第１四半期純利益金額 

59円52銭 

１株当たり当期純利益金額 

146円45銭

当社は平成16年７月20日付で株式

１株につき２株の株式分割を行って

おります。 

なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前事業年度会

計期間における１株当たり情報につ

いては、以下の通りとなります。 

 

１株当たり純資産額     280円12銭 

１株当たり第１四半期純利益金額 

                       118円52銭 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり第

１四半期純利益金額については、潜在

株式が存在していないため記載して

おりません。 

 

   なお、潜在株式調整後１株当たり第

 １四半期純利益金額については、潜在

 株式が存在していないため記載してお

 りません。 

当社は平成16年７月20日付で株式１

株につき２株の株式分割を行っており

ます。 

なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前事業年度にお

ける１株当たり情報については以下の

通りとなります。 

 

１株当たり純資産額    280円12銭 

１株当たり当期純利益金額 

                      118円52銭 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が存

在していないため記載しておりませ

ん。 

（注）１株当たり第１四半期（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

 

 前第１四半期会計期間

（自 平成16年６月１日 

至 平成16年８月31日）

当第１四半期会計期間 

（自 平成17年６月１日 

至 平成17年８月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年６月１日 

至 平成17年５月31日）

１株当たり第１四半期（当期）純利益金額    

第１四半期(当期)純利益（百万円） 269 533 1,233 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 20 

   （うち利益処分による役員賞与金） (―) (―) (20)

普通株式に係る第１四半期（当期）純利益金額 269 533 1,213 

普通株式の期中平均株式数（株） 7,472,000 8,971,937 8,288,143 
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（重要な後発事象） 

前第１四半期会計期間 

（自 平成16年６月１日 

至 平成16年８月31日） 

当第１四半期会計期間 

（自 平成17年６月１日 

至 平成17年８月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年６月１日 

至 平成17年５月31日） 

１．公募増資 

当社株式は、株式会社東京証券取引

所の承認を得て平成16年11月11日

にマザーズ市場に上場しておりま

す。 

上場に当たり、平成 16 年 10 月 8 日 

及び平成16年 10月 22日開催の取締 

役会において、下記の通り新株式の 

発行を決議し、平成 16 年 11 月 10 日 

に払込が完了いたしました。 

 この結果、平成 16 年 11 月 11 日付 

で資本金は 1,389 百万円、発行済株

式総数は 8,772,000 株となっており 

ます。 

(1)  募集方法 

一般募集 

(ブックビルディング方式 

による募集) 

(2)  発行する株式の種類及び数 

普通株式   1,300,000 株 

(3)  発行価格 

１株につき 2,000 円 

(4)  引受価格 

１株につき 1,860 円 

この価額は当社が引受人より 

１株当たりの新株式払込金と 

して受取った金額でありま

す。 

なお、発行価格と引受価額と 

の差額の総額は引受人の手取 

金となります。 

(5)  発行価額 

１株につき 1,530 円 

(資本組入額 765 円) 

(6)  発行価額の総額   

1,989 百万円 

(7)  払込金の総額     

2,418 百万円 

(8)  資本組入額の総額  

994 百万円 

(9)  払込期日  

平成 16 年 11 月 10 日 

(10) 配当起算日  

平成 16 年６月１日 

(11) 資金の使途 

手取金につきましては、全額 

設備投資資金に充当する予定 

であります。 

１．            １．            
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（そ  の  他） 

当四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書は、株式会社東京証券取引所の「上場有価証

券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見

表明に係る基準」に基づく中央青山監査法人の四半期財務諸表に対する手続きを実施しております。 

 

 

 

５．事業部門別売上高 

 

                                                             (百万円未満切捨) 

 平成 17 年５月期 

第１四半期 

(前年同四半期） 

平成 18 年５月期 

第１四半期 

(当四半期） 

 

平成 17 年５月期 

 金     額 構 成 比 金     額 構 成 比

 

対前年増減率

金    額 構 成 比

 

医薬品 

百万円

3,693

％ 

21.4 

百万円

4,987

％

19.8

 

35.0 

百万円 

15,563 

％

20.2

化粧品 3,000 17.4 4,134 16.4 37.8 12,989 16.9

雑貨 2,609 15.1 3,850 15.3 47.6 12,368 16.1

食品 7,533 43.7 11,653 46.3 54.7 34,181 44.4

その他 408 2.4 561 2.2 37.4 1,823 2.4

合計 17,246 100.0 25,187 100.0 46.0 76,926 100.0

 


